
様式－ 1

提出日

発注者

住所

商号又は名称

代表者氏名

１　工事名

２　提出書類（下記項目の該当するもの）

担当者

部署

電話番号

FAX番号

Ｅ－ｍａｉｌ

国道３７５号（両国トンネル）防安交付金（照明LED化）トンネル照明設備工事

３　問い合わせ先

　○ボランティア活動又はハートフルしまねへの参加実績　（様式-８）
　○労働福祉関連の状況(a 障がい者雇用の実態)　（様式-９）
　○労働福祉関連の状況(b 育児・介護休業に関する制度)　（様式-１０）

　○配置予定技術者の継続学習　（様式-５）

（　標準型　総合評価方式　）

○○建設

共同企業体名 ○○共同企業体

　島根県知事　  様

（代表者）

総   合   評   価   技   術   資   料

　○企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）　（様式-４）
　○企業の同種工事の施工実績　（様式-３）
　○企業の工事成績評定点　（様式-２-１、様式-２-２）

○○　○○

　令和8年9月25日付けで入札公告のありました下記工事について、別添のとおり書類を添えて提出いた
します。

　○配置予定技術者の同種工事の施工経験　（様式-６）
　○配置予定技術者の優秀建設技術者表彰　（様式-７）

　○育児・介護休業に関する制度　チェック表　（様式-１１）
　○登録基幹技能者の配置　（様式-１２）
　○地理的条件（会社所在地）　（様式-１３）



工事成績評定点の平均 件

工事成績評定点の平均 件

(1) 対象工事の工事成績評定点一覧表（別紙）を添付すること。
(2)

(3)

(4) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

※必要に応じて設定する事項

（様式-２-１）
評価項目（１）-①

企業の工事成績評定点

対象工事

完成年度 令和５年度から令和７年度（完成及び引き渡しが完了）
発注機関 島根県（総務部、農林水産部、土木部）

企業体名： ○○共同企業体

工事種別 電気工事
建設工事の種類 電気工事

島根県（総務部、農林水産部、土木部）発注工事以外の工事を評価対象にする場合は、各工事の
工事成績評定書の写し及び工事種別・種類を証明する資料を添付すること。また、島根県発注工
事以外の工事で成績評定対象外工事がある場合、成績評定対象外であることを確認するための
発注者の証明書の写しを添付すること。

各工事成績評定点

令和７年度

令和６年度

○○建設特別共同企業体の代表者（第１グループ）の実績

△△建設特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）の実績

点（小数第２位を四捨五入）

単年度の対象工事件数が６０件を超える場合、「工事成績評定点の平均」欄の「件数」及び「平均
点」は、自動計算されないため、直接記入すること。

点（小数第２位を四捨五入）

令和５年度

工事種別については、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認するこ
と。



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

7

9

10

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)

点

点

点

点

15

16

17

18

19

点

20

11

12

13

14

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

点

点

点

点

発注機関名

8

1

2

3

4

5

6

評定点

点

点

点

工事名
工事種別

建設工事の種類

点

工事成績

点

点

点

工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。
対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

点

点

点

点

企業体名：

代表者名： ○○建設

○○共同企業体



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

点

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

発注機関名
工事種別 工事成績

建設工事の種類 評定点

Ｒ５

工事名

21

企業体名： ○○共同企業体

代表者名： ○○建設

22

23

24

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

25

26

27

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

28

29

30

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

31

32

33

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

34

35

36

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

40

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

37

38

39

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

41 点

発注機関名
工事種別 工事成績

建設工事の種類 評定点
工事名

42

43

44

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

45

46

47

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

48

49

50

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

51

52

53

点

点

点

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

点

点

Ｒ５

54

55

56

点

点

点

Ｒ５

60

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

57

58

59

点

点

代表者名： ○○建設

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

企業体名： ○○共同企業体

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５

Ｒ５



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

点

2 Ｒ６ 点

1 Ｒ６

点

4 Ｒ６ 点

3 Ｒ６

点

6 Ｒ６ 点

5 Ｒ６

点

8 Ｒ６ 点

7 Ｒ６

点

10 Ｒ６ 点

9 Ｒ６

点

12 Ｒ６ 点

11 Ｒ６

点

14 Ｒ６ 点

13 Ｒ６

点

16 Ｒ６ 点

15 Ｒ６

点

18 Ｒ６ 点

17 Ｒ６

点

20 Ｒ６ 点

19 Ｒ６

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

企業体名：

代表者名： ○○建設

○○共同企業体



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

企業体名： ○○共同企業体

代表者名： ○○建設

21 Ｒ６ 点

点

23 Ｒ６ 点

22 Ｒ６

点

25 Ｒ６ 点

24 Ｒ６

点

27 Ｒ６ 点

26 Ｒ６

点

29 Ｒ６ 点

28 Ｒ６

点

31 Ｒ６ 点

30 Ｒ６

点

33 Ｒ６ 点

32 Ｒ６

点

35 Ｒ６ 点

34 Ｒ６

点

37 Ｒ６ 点

36 Ｒ６

点

39 Ｒ６ 点

38 Ｒ６

点

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

40 Ｒ６



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

企業体名： ○○共同企業体

代表者名： ○○建設

点

42 Ｒ６ 点

41 Ｒ６

44 Ｒ６ 点

43 Ｒ６

46 Ｒ６ 点

45 Ｒ６

48 Ｒ６ 点

47 Ｒ６

50 Ｒ６ 点

49 Ｒ６

52 Ｒ６ 点

51 Ｒ６

54 Ｒ６ 点

53 Ｒ６

56 Ｒ６ 点

55 Ｒ６

58 Ｒ６ 点

57 Ｒ６

60 Ｒ６ 点

59 Ｒ６

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

点

点

点

点

点

点

点

点



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

20 Ｒ７ 点

19 Ｒ７

点

18 Ｒ７ 点

17 Ｒ７

点

16 Ｒ７ 点

15 Ｒ７

点

14 Ｒ７ 点

13 Ｒ７

点

12 Ｒ７ 点

11 Ｒ７

点

10 Ｒ７ 点

9 Ｒ７

点

8 Ｒ７ 点

7 Ｒ７

点

6 Ｒ７ 点

5 Ｒ７

点

4 Ｒ７ 点

3 Ｒ７

点

2 Ｒ７ 点

1 Ｒ７

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)
企業体名： ○○共同企業体

代表者名： ○○建設



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

40 Ｒ７ 点

39 Ｒ７

点

38 Ｒ７ 点

37 Ｒ７

点

36 Ｒ７ 点

35 Ｒ７

点

34 Ｒ７ 点

33 Ｒ７

点

32 Ｒ７ 点

31 Ｒ７

点

30 Ｒ７ 点

29 Ｒ７

点

28 Ｒ７ 点

27 Ｒ７

点

26 Ｒ７ 点

25 Ｒ７

点

24 Ｒ７ 点

23 Ｒ７

点

22 Ｒ７ 点

21 Ｒ７

代表者名： ○○建設

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

企業体名： ○○共同企業体



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

60 Ｒ７ 点

59 Ｒ７

点

58 Ｒ７ 点

57 Ｒ７

点

56 Ｒ７ 点

55 Ｒ７

点

54 Ｒ７ 点

53 Ｒ７

点

52 Ｒ７ 点

51 Ｒ７

点

50 Ｒ７ 点

49 Ｒ７

点

48 Ｒ７ 点

47 Ｒ７

点

46 Ｒ７ 点

45 Ｒ７

点

44 Ｒ７ 点

43 Ｒ７

点

42 Ｒ７ 点

41 Ｒ７

代表者名： ○○建設

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

企業体名： ○○共同企業体



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)
企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

2 Ｒ５ 点

1 Ｒ５

点

4 Ｒ５ 点

3 Ｒ５

点

6 Ｒ５ 点

5 Ｒ５

点

8 Ｒ５ 点

7 Ｒ５

点

10 Ｒ５ 点

9 Ｒ５

点

12 Ｒ５ 点

11 Ｒ５

点

14 Ｒ５ 点

13 Ｒ５

点

16 Ｒ５ 点

15 Ｒ５

点

18 Ｒ５ 点

17 Ｒ５

点

20 Ｒ５ 点

19 Ｒ５

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

22 Ｒ５ 点

21 Ｒ５

点

24 Ｒ５ 点

23 Ｒ５

点

26 Ｒ５ 点

25 Ｒ５

点

28 Ｒ５ 点

27 Ｒ５

点

30 Ｒ５ 点

29 Ｒ５

点

32 Ｒ５ 点

31 Ｒ５

点

34 Ｒ５ 点

33 Ｒ５

点

36 Ｒ５ 点

35 Ｒ５

点

38 Ｒ５ 点

37 Ｒ５

点

40 Ｒ５ 点

39 Ｒ５

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和５年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

42 Ｒ５ 点

41 Ｒ５

点

44 Ｒ５ 点

43 Ｒ５

点

46 Ｒ５ 点

45 Ｒ５

点

48 Ｒ５ 点

47 Ｒ５

点

50 Ｒ５ 点

49 Ｒ５

点

52 Ｒ５ 点

51 Ｒ５

点

54 Ｒ５ 点

53 Ｒ５

点

56 Ｒ５ 点

55 Ｒ５

点

58 Ｒ５ 点

57 Ｒ５

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

60 Ｒ５ 点

59 Ｒ５



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)
企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

2 Ｒ６ 点

1 Ｒ６

点

4 Ｒ６ 点

3 Ｒ６

点

6 Ｒ６ 点

5 Ｒ６

点

8 Ｒ６ 点

7 Ｒ６

点

10 Ｒ６ 点

9 Ｒ６

点

12 Ｒ６ 点

11 Ｒ６

点

14 Ｒ６ 点

13 Ｒ６

点

16 Ｒ６ 点

15 Ｒ６

点

18 Ｒ６ 点

17 Ｒ６

点

20 Ｒ６ 点

19 Ｒ６

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

22 Ｒ６ 点

21 Ｒ６

点

24 Ｒ６ 点

23 Ｒ６

点

26 Ｒ６ 点

25 Ｒ６

点

28 Ｒ６ 点

27 Ｒ６

点

30 Ｒ６ 点

29 Ｒ６

点

32 Ｒ６ 点

31 Ｒ６

点

34 Ｒ６ 点

33 Ｒ６

点

36 Ｒ６ 点

35 Ｒ６

点

38 Ｒ６ 点

37 Ｒ６

点

40 Ｒ６ 点

39 Ｒ６

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和６年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

点

42 Ｒ６ 点

41 Ｒ６

点

44 Ｒ６ 点

43 Ｒ６

点

46 Ｒ６ 点

45 Ｒ６

点

48 Ｒ６ 点

47 Ｒ６

点

50 Ｒ６ 点

49 Ｒ６

点

52 Ｒ６ 点

51 Ｒ６

点

54 Ｒ６ 点

53 Ｒ６

点

56 Ｒ６ 点

55 Ｒ６

点

58 Ｒ６ 点

57 Ｒ６

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

60 Ｒ６ 点

59 Ｒ６



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

20 Ｒ７ 点

19 Ｒ７

点

18 Ｒ７ 点

17 Ｒ７

点

16 Ｒ７ 点

15 Ｒ７

点

14 Ｒ７ 点

13 Ｒ７

点

12 Ｒ７ 点

11 Ｒ７

点

10 Ｒ７ 点

9 Ｒ７

点

8 Ｒ７ 点

7 Ｒ７

点

6 Ｒ７ 点

5 Ｒ７

点

4 Ｒ７ 点

3 Ｒ７

点

2 Ｒ７ 点

1 Ｒ７

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙１枚目)
企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

40 Ｒ７ 点

39 Ｒ７

点

38 Ｒ７ 点

37 Ｒ７

点

36 Ｒ７ 点

35 Ｒ７

点

34 Ｒ７ 点

33 Ｒ７

点

32 Ｒ７ 点

31 Ｒ７

点

30 Ｒ７ 点

29 Ｒ７

点

28 Ｒ７ 点

27 Ｒ７

点

26 Ｒ７ 点

25 Ｒ７

点

24 Ｒ７ 点

23 Ｒ７

点

22 Ｒ７ 点

21 Ｒ７

構成員名： △△建設

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙２枚目)

企業体名： ○○共同企業体



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

【令和７年度完成工事分】

申請 完成

番号 年度

(1)
(2)

対象工事が６０件を超える場合は、本様式を複写し申請番号を修正のうえ、提出すること。
工事種別、工事の種類は、各工事の契約時における「島根県土木工事仕様書」等において確認すること。

点

60 Ｒ７ 点

59 Ｒ７

点

58 Ｒ７ 点

57 Ｒ７

点

56 Ｒ７ 点

55 Ｒ７

点

54 Ｒ７ 点

53 Ｒ７

点

52 Ｒ７ 点

51 Ｒ７

点

50 Ｒ７ 点

49 Ｒ７

点

48 Ｒ７ 点

47 Ｒ７

点

46 Ｒ７ 点

45 Ｒ７

点

44 Ｒ７ 点

43 Ｒ７

点

42 Ｒ７ 点

41 Ｒ７

構成員名： △△建設

発注機関名
工事種別

工事名
工事成績

建設工事の種類 評定点

（様式-２-２）

評価項目（１）-①

工事成績評定点一覧表(別紙３枚目)

企業体名： ○○共同企業体



円 円

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

点 点

平成２８年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した島根
県及び中国地方整備局発注工事

電気工事、維持修繕工事

電気工事

１契約で最終数量９７台以上の道路トンネル照明器具設置（新設又は更新）
を含む完成及び引き渡しが完了した工事

対
象
工
事

対象期間・対象機関

工事種別

建設工事の種類

同種工事の定義

発注機関名

施工場所

工事成績評定点

○○共同企業体

契約上の工期

工事内容 施工実績① 施工実績②

コリンズ登録番号

請負金額（最終・税込）

工事種別

工　　事　　名

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

受注形態

（様式-３）

評価項目（１）-②

工
事
概
要

工
事
名
称
等

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

企業の同種工事の施工実績
企業体名：

建設工事の種類



(1)

① コリンズの「登録内容確認書」の写し。（いずれも竣工登録に限る。）

②

③
④
⑤ 竣工検査済証の写し。
⑥

⑦

⑧

⑨ 施工実績として提出する工事の「工事種別」及び「建設工事の種類」が確認できる資料
資料①～⑨で確認できる内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○

※１：上表の「○」は資料で確認ができるもの、「△」は全ては確認できないもの。
※２：上表の資料②、③、④、⑤、⑥の「○」と「△」は、島根県発注工事の場合。

（参考）代表的な提出資料の組合せ

(2)
(3)
(4) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

発注者の証明書等、必要な資料を添
付。 ⑧+⑨

○
or
△

○

パターン１
コリンズのみで工事概要が確認可
能。

①+④
①+⑥

パターン２
コリンズのみで工事概要が確認でき
ない。最終の見積参考資料を追加添
付。

①+②+③+④
①+②+③+⑤+⑥

施工実績が２回以上ある場合は、代表的なもの２回分の提出でよい。
特別（特定）ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合にのみ施工実績として認める。

①+③+④+⑦
①+③+⑤+⑥+⑦

②+③+④+⑨
②+③+⑤+⑥+⑨
②+③+④+⑦+⑨
②+③+⑤+⑥+⑦+⑨

⑧

①+⑧

パターン３
コリンズのみで工事概要が確認でき
ない。最終図面等を追加添付。

・コリンズと別資料を提出す
る場合

パターン４
コリンズのみで工事概要が確認でき
ない。発注者の証明書を追加添付。

パターン５

・別資料のみを提出する場
合

最終の見積参考資料で工事概要が
確認可能。

パターン６
最終の見積参考資料で工事概要が
確認できない。最終図面等を追加添
付。

パターン７

成績評定対象外
工事の場合、⑧
が必須（島根県
発注工事以外）

②、③、④、⑤
を必要に応じ
て追加添付

パターン名 条件１ 条件２ 提出資料の組合せ

工事成績評定点 ○ ○ ○

工事概要
○
or
△

○
or
△

発注者の証明書の写し。（上記資料①～⑦で確認できない記載内容（コリンズ登録番号を除く。）を
全て証明してあるもの。）

項目名

工事名
（コリンズ登録番号）
発注機関名
工事種別、建設工事の種類
施工場所
請負金額（最終・税込）
契約上の工期

資料番号

特別（特定）JVの場合、出資比率 JV工事のみ対象

工
事
名
称
等

備考

①のみ対象

受注形態

資料①または資料②のみでは同種工事の施工実績（工事概要）が確認できない場合は、確認でき
る資料（工事名と設計の変更回数が確認できる最終図面等）。ただし、必ず当初、変更を含む契約
書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の写し（資料⑤）を追加
添付すること。

最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表と工事内訳表）。ただし、必ず当
初、変更を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の
写し（資料⑤）を追加添付すること。
当初、変更を含む契約書全ての写し。

工事成績評定通知書の写し。ただし、工事成績評定対象外工事の場合は、「成績評定対象外」であ
る旨を「工事成績評定点」欄に記載すること。（島根県以外の発注工事は、成績評定対象外であるこ
とを確認するための発注者の証明書の写し（資料⑧）も追加添付すること。）

項目別評定点表。（島根県発注工事に限る。）

施工実績（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑨を組み合せて提出すること。



※竣工年度ではありません

(1)
(2)

(3)
(4) 工事名は、「契約工事名」で記入すること。
(5) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

表彰の受賞が２回以上ある場合は、代表的なもの１回分の提出でよい。

　島根県内の公共事業において、令和４年度から令和８年度に、島根県及び中
国地方整備局発注工事で受けた優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）

電気工事

電気工事

対
象
工
事

対象年度
対象機関

工事種別

建設工事の種類

受賞年度

表彰者の区分

建設工事の種類

中国地方整備局発注工事は表彰状等の写しを添付すること。また、発注者から表彰実績に関する
資料が提示された場合は、その写しの添付でもよい。

工事名

工事種別

島根県発注工事は資料添付が不要。

（様式-４）

評価項目（１）-③

企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）
企業体名： ○○共同企業体



対象となる年度・機関等：

(1)
(2) 工事の対象は、中国地方整備局及び島根県発注の工事とする。
(3)

(4) 工事名は、「契約工事名」で記入すること。
(5) 表彰状の添付は不要である。
(6) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

④

⑤

①

②

③

　島根県内の公共事業において、令和４年度から令和８年度に、島根県及び中国地方整備局発注工事で
受けた優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）

受賞年度特別共同企業体構成員の会社名 表彰者の区分

（様式-４）

評価項目（１）-③

企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）
企業体名： ○○共同企業体

⑥

⑦

⑩

表彰の対象は、国土交通省が行ったものについては中国地方整備局長表彰及び事務所長表彰、島
根県が行ったものについては知事表彰とする。

特別共同企業体構成員の受賞の合計が○回以上ある場合は、代表的なもの○回分の提出でよい。

⑧

⑨

工事名／工事種別／建設工事の種類



配置予定技術者①、②、③共通

対象： 配置予定の主任（監理）技術者が保有するCPDSユニット

(1)

(2)

(3)

(4) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

企業体名：

保有CPDSユニットが確認できる資料として、一般社団法人　全国土木施工管理技士会連合会が
発行した「継続学習制度（CPDS）学習履歴証明書」を添付すること。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

ユニット

ユニット

「継続学習制度（CPDS）学習履歴証明書」は、令和２年度から入札公告日前日時点（令和8年9
月24日時点）までに取得している保有CPDSユニットが確認できるものを添付すること。

（様式-５）

評価項目（２）-①

配置予定技術者の継続学習

配置予定技術者氏名 保有するCPDSユニット
※評価結果

（発注者記載欄）

①

②

③

○○共同企業体

ユニット



配置予定技術者①用

                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　

①

円 円

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

点 点

平成２８年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した島根
県及び中国地方整備局発注工事

１契約で最終数量９７台以上の道路トンネル照明器具設置（新設又は更
新）を含む完成及び引き渡しが完了した工事

電気工事、維持修繕工事
電気工事

対象期間・対象機関

同種工事の定義

工事種別
建設工事の種類

(以下、工事数量等を求めた場合)

工事成績評定点

施工規模
工
事
概
要

形式

（様式-６）
評価項目（２）-②

○○共同企業体

配置予定技術者　氏名

コリンズ登録番号

施工場所

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

施工経験① 施工経験②

企業体名：

工事内容

工　　事　　名

配置予定技術者の同種工事の施工経験

対
象
工
事

従事時の役職

従事期間

発注機関名

工事種別

建設工事の種類

請負金額（最終・税込）工
事
名
称
等

契約上の工期



(1)

①
②

③
④
⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

資料①～⑪で確認できる内容

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○
○ △ △ ○
○ △ △ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

※１：上表の「○」は資料で確認ができるもの、「△」は全ては確認できないもの。
※２：上表の資料②、③、④、⑤、⑥の「○」と「△」は、島根県発注工事の場合。

（コリンズ登録番号）
発注機関名
施工場所

当初、変更を含む契約書全ての写し。
項目別評定点表。（島根県発注工事に限る。）

施工経験（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑪を組み合せて提出するこ
と。

コリンズの「登録内容確認書」の写し。（いずれも竣工登録に限る。）

請負金額（最終・税込）

○

最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表と工事内訳表）。ただし、必
ず当初、変更を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検
査済証の写し（資料⑤）＋技術者の従事期間が確認できる資料（資料⑧及び資料⑨）を追加
添付すること。

特別（特定）JVの場合、出資比率

⑧の場合、始期のみ

施工経験として提出する工事の「工事種別」および「建設工事の種類」が確認できる資料

①のみ対象

工
事
名
称
等

備考

JV工事のみ対象

竣工検査済証の写し。
工事成績評定通知書の写し。ただし、工事成績評定対象外工事の場合は、「成績評定対象
外」である旨を「工事成績評定点」欄に記載すること。（島根県以外の発注工事は、成績評定
対象外であることを確認するための発注者の証明書の写し（資料⑩）も追加添付すること。）

○ ○

成績評定対象
外工事の場
合、⑩が必須
（島根県発注
工事以外）

従事期間
⑧、⑨は両方必要

工事成績評定点

工事種別
建設工事の種類

資料①または資料②のみでは同種工事の施工実績（工事概要）が確認できない場合は、確
認できる資料（工事名と設計の変更回数が確認できる最終図面等）。ただし、必ず当初、変更
を含む契約書全ての写し（資料③）＋項目別評定点表（資料④）もしくは竣工検査済証の写し
（資料⑤）を追加添付すること。
技術者の従事期間（始）と従事時の役職が確認できる資料（契約時の技術者が確認できるコリ
ンズの「登録内容確認書」の写し等）。

発注者の証明書の写し。（上記資料①～⑨で確認できない記載内容（コリンズ登録番号を除
く。）を全て証明してあるもの。）

項目名

技術者の従事期間（終）と従事時の役職が確認できる資料（最終の計画工程表兼工事履行報
告書等）。（発注者が押印した資料の写しに限る。）

○
②、③、④、⑤
を必要に応じ
て追加添付

従事時の役職
受注形態

契約上の工期

資料番号

工事名

工事概要
○
or
△

○
or
△

○
or
△



（参考）代表的な提出資料の組合せ

①+④
①+⑥
①+②+③+④
①+②+③+⑤+⑥

①+③+④+⑦
①+③+⑤+⑥+⑦

パターン１+⑧+⑨
パターン２+⑧+⑨
パターン３+⑧+⑨

⑩
⑩+⑪
⑩
⑩+⑪

(2) 施工経験が２回以上ある場合は、代表的なもの２回分の提出でよい。
(3)

(4) 同種工事施工経験時の所属会社は問わない。（現在の所属会社以外のものも記載できる。）
(5)

(6)

(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術者の従事期間
を確認できる資料の
追加添付が必要。パターン６

最終の見積参考資料で工事概
要が確認できない。最終図面等
を追加添付。

②+③+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑪

担当技術者としての同種工事の施工経験はコリンズの登録（竣工登録に限る。）がなければ申請で
きない。（担当技術者の施工経験が評価対象として入札説明書に記載されている工事のみに適用）

技術者の従事期間
を確認できる資料が
準備できない。

コリンズのみで工事概要が確認
可能。

契約工期と技術者
の従事期間が同じ。

パターン２
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終の見積参考資料
を追加添付。

パターン３
コリンズのみで工事概要が確認
できない。最終図面等を追加添
付。

パターン４
上記パターン１～３のいずれか
に該当。

パターン５

・別資料の
みを提出
する場合

最終の見積参考資料で工事概
要が確認可能。

提出資料の組合せ

特別（特定）ＪＶで施工した工事については、出資比率２０％以上の場合にのみ施工実績として認め
る。

パターン８

②+③+④+⑧+⑨+⑪
②+③+⑤+⑥+⑧+⑨+⑪
②+③+④+⑦+⑧+⑨+⑪

契約工期と技術者
の従事期間が異な
る。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

条件２

パターン７
最終の見積参考資料等、必要
な資料を追加添付。

パターン名 条件１ 条件３

パターン１

・コリンズと
別資料を
提出する
場合



配置予定技術者②用

                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　

②

円 円

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

従事期間

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工事成績評定点

工
事
概
要

形式

施工場所

施工経験① 施工経験②

工
事
名
称
等

発注機関名

企業体名：

平成２８年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した島根
県及び中国地方整備局発注工事

１契約で最終数量９７台以上の道路トンネル照明器具設置（新設又は更
新）を含む完成及び引き渡しが完了した工事

電気工事、維持修繕工事
電気工事

対象期間・対象機関

同種工事の定義

工事種別
建設工事の種類

配置予定技術者の同種工事の施工経験

（様式-６）
評価項目（２）-②

対
象
工
事

○○共同企業体

工事種別

建設工事の種類

工　　事　　名

従事時の役職

請負金額（最終・税込）

配置予定技術者　氏名
工事内容

コリンズ登録番号

契約上の工期



配置予定技術者③用

                                                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　

③

円 円

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

（始） 年 月 日 年 月 日

（終） 年 月 日 年 月 日

点 点

(1) 注意事項は、配置予定技術者①用の技術資料を参照。

配置予定技術者の同種工事の施工経験
企業体名： ○○共同企業体

発注機関名

工事内容 施工経験① 施工経験②
配置予定技術者　氏名

対
象
工
事

対象期間・対象機関
平成２８年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した島根
県及び中国地方整備局発注工事

同種工事の定義
１契約で最終数量９７台以上の道路トンネル照明器具設置（新設又は更
新）を含む完成及び引き渡しが完了した工事

工事種別 電気工事、維持修繕工事
建設工事の種類 電気工事

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

工　　事　　名

契約上の工期

従事時の役職

受注形態

コリンズ登録番号

請負金額（最終・税込）

形式

工事成績評定点

施工場所

工事種別

建設工事の種類

工
事
名
称
等

（様式-６）
評価項目（２）-②

従事期間

工
事
概
要

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模



①

②

③

(1)
(2)

(3)
(4) 工事名の欄は、「契約工事名」で記載すること。
(5) 表彰時点の所属会社は問わない。（現在の所属会社以外のものも記載できる。）
(6)

(7) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

受賞年度

電気工事

工事名

配置予定技術者　氏名

表彰の区分

工事種別

建設工事の種類

表彰の区分

受賞年度

（様式-７）

評価項目（２）-③

配置予定技術者の優秀建設技術者表彰

配置予定技術者　氏名

企業体名： ○○共同企業体

対象となる年度・機関
等

　島根県内の公共事業において、令和４年度から令和８年度に、島根県及び中
国地方整備局発注工事で主任（監理）技術者または現場代理人として受けた
優秀建設技術者表彰

工事種別

建設工事の種類

電気工事

工事名

配置予定技術者　氏名

工事種別

建設工事の種類

中国地方整備局発注工事は表彰状等の写しを添付すること(発注者から表彰実績に関する資料
が提示された場合は、その写しの添付でもよい)。
表彰の受賞が２回以上ある場合は、代表的なもの１回分の提出でよい。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者を記入できる。その場
合、審査は候補者のうち配置予定技術者の評価点合計が最も低い者で評価する。

表彰の区分

建設工事の種類
工事種別

受賞年度

工事名

島根県発注工事は資料添付が不要。



対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

R６

R７

R６

R７

(1)
(2)

(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。
(4)

○企業としてのハートフルしまねの参加実績

R６

R７

R６

R７

(1) 活動箇所が確認できる資料を添付すること。
(2)

(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。
(4) 従業員数は当該活動時点のものとする。

参加人数が１０名未満の場合、従業員数の欄に当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人
数を記載すること。

構成員
(第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

代表者
(第１ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料を添付すること。

ボランティア活動を複数日で行った場合、参加実績は重複者を含んだ合計人数とする（延べ人数）。
従業員数は当該活動時点のものとする。

参加人数が１０名未満の場合、従業員数の欄に当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人
数を記載すること。

企業体 登録団体名 活動箇所 従業員数年度間延べ参加人数

代表者
(第１ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

構成員
(第2ｸﾞﾙｰﾌﾟ)

（様式-８）

評価項目（３）-①

ボランティア活動又はハートフルしまねへの参加実績
企業体名： ○○共同企業体

企業体

令和６年度及び令和７年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねへの参
加実績

活動年月日 活動箇所 従業員数
年度間延
べ参加人

数
活動内容



特別共同企業体の代表者（第１グループ）用

a 障がい者雇用の実態

  下記の①及び②のどちらかの方法で提出すること。

① 本様式による提出。
②

１級 重度

２級 重度

重度

４級

５級

６級

(1)

(2) 身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の写しは添付不要。

知
的
障
が
い
者

療育手帳　：　「Ａ」の方 重度 2.0 1.0

（様式-９）

評価項目（３）-②

労働福祉関連の状況(a 障がい者雇用の実態)

「障がい者雇用の促進等に関する法律施行規則」第８条で定められた様式（障害者雇用状況報告書）による提出。なお、提
出にあたっては入札公告日前日時点（令和8年9月24日時点）の状況と相異ないことを代表者名で証明すること。

従業員の雇用状況

短時間以外の常用雇用労働者数
（人）

身
体
障
が
い
者

（３級の障がいを２つ以上重複して有する方） 2.0

1.0 0.5

精
神
障
が
い
者

精神障がい者保健福祉手帳所持者

短時間労働者数
 （人）

特定短時間労働者数
 （人）

１週間の所定労働時間が
30時間以上

１週間の所定労働時間が
20時間以上30時間未満

１週間の所定労働時間が
10時間以上20時間未満

0 0 0

障がい者の雇用状況
短時間以外の常用雇用労働者数 短時間労働者数 特定短時間労働者数

（人） 換算値（人） 換算値 （人） 換算値

0.5

0.5

３級
0.5

-0.5

1.0

2.0 1.0

2.0

1.0

（単一障がいの方） 1.0

-

-

（７級の障がいを重複している方も含む） 1.0 0.5 -

1.0 0.5

0.5

療育手帳　：　「Ｂ」の方 1.0 0.5 -

1.0 0.5 0.5

精神障がい者保健福祉手帳を所持していない方 障がい者雇用率の算定対象外

人

（b） 短時間労働者数 0.0 人

（c） 特定短時間労働者数 0.0 人

（a） 短時間以外の常用雇用労働者数 0.0

（g） 障がい者の法定雇用率（※ 民間企業の法定雇用率2.7％） 2.7 ％

（e） 除外率

法定雇用義務数の算出の基礎となる労働者数

（f）＝(d)- (d)×(e)/100

　 常用雇用労働者の総数

　　　(d)＝(a)＋(b)×0.5
（d） 0.0

企業体名： ○○共同企業体

代表者名： ○○建設

判定　：　（h）と（i）を比較し、　「（h）＜（i）」のときに評価する error 必要事項が未入力です

入札公告日前日時点（令和8年9月24日時点）での状況について記載すること。

(h)
法定雇用義務数　

法定雇用義務なし 37.5人未満(0人)

（h） ＝ （f）×（g）　　　　　　（小数点以下切捨て）

(i) 雇用している障がい者数 0.0 人

人

10.0 ％

（f） 0.0 人

（下線部分は小数点以下切捨て）



特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用

a 障がい者雇用の実態

  下記の①及び②のどちらかの方法で提出すること。

① 本様式による提出。
②

１級 重度

２級 重度

重度

４級

５級

６級

(1)

(2) 身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳の写しは添付不要。

（様式-９）

評価項目（３）-②

労働福祉関連の状況(a 障がい者雇用の実態)

（人） 換算値 （人） 換算値

2.0 0.5

企業体名： ○○共同企業体

構成員名： △△建設

障がい者の雇用状況
短時間以外の常用雇用労働者数

1.0

３級
0.5

1.0 0.5 -

（単一障がいの方） 1.0 0.5

（３級の障がいを２つ以上重複して有する方） 2.0 1.0

2.0

「障がい者雇用の促進等に関する法律施行規則」第８条で定められた様式（障害者雇用状況報告書）による提出。なお、提
出にあたっては入札公告日前日時点（令和8年9月24日時点）の状況と相異ないことを代表者名で証明すること。

従業員の雇用状況

短時間以外の常用雇用労働者数
（人）

短時間労働者数
 （人）

特定短時間労働者数
 （人）

１週間の所定労働時間が
30時間以上

１週間の所定労働時間が
20時間以上30時間未満

１週間の所定労働時間が
10時間以上20時間未満

0 0 0

0.5

短時間労働者数 特定短時間労働者数

（人） 換算値

身
体
障
が
い
者

-

1.0

-

（７級の障がいを重複している方も含む） 1.0 -0.5

1.0 0.5

知
的
障
が
い
者

療育手帳　：　「Ａ」の方 重度 2.0 1.0 0.5

療育手帳　：　「Ｂ」の方 1.0 0.5 -

0.5

精神障がい者保健福祉手帳を所持していない方 障がい者雇用率の算定対象外

（a） 短時間以外の常用雇用労働者数 0.0 人

精
神
障
が
い
者

精神障がい者保健福祉手帳所持者 1.0 0.5

人

（c） 特定短時間労働者数 0.0 人

（d） 0.0 人

10.0 ％（e） 除外率

　 常用雇用労働者の総数

　　　(d)＝(a)＋(b)×0.5

（b） 短時間労働者数 0.0

(i) 雇用している障がい者数 0.0 人

判定　：　（h）と（i）を比較し、　「（h）＜（i）」のときに評価する error 必要事項が未入力です

入札公告日前日時点（令和8年9月24日時点）での状況について記載すること。

人

（下線部分は小数点以下切捨て）

（g） 障がい者の法定雇用率（※ 民間企業の法定雇用率2.7％） 2.7 ％

(h)
法定雇用義務数　

法定雇用義務なし 37.5人未満(0人)

（h） ＝ （f）×（g）　　　　　　（小数点以下切捨て）

法定雇用義務数の算出の基礎となる労働者数

（f）＝(d)- (d)×(e)/100（f） 0.0



b 育児・介護休業に関する制度（下記①、②のいずれかの取組みを評価する）

【①の場合】
(1)

(2)

(3) 就業規則等は、原本と相異ないことを代表者名で証明すること。

【②の場合】
(1) こっころカンパニーについては、「こっころカンパニー認定書」の写しを添付すること。
(2) こっころカンパニーの認定で提出する場合は、①への入力は不要。

【共通事項】
(1)

①「育児休業・介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律」（令和７年
１０月1日施行、以下「育児・介護休業法」とい
う。）で定める制度を超える内容を含む制度を
規定していること

②こっころカンパニー(しまね子育て応
援企業)に認定されていること

企業体

（様式-１０）

評価項目（３）-②

労働福祉関連の状況(b 育児・介護休業に関する制度)

企業体名： ○○共同企業体

入札公告日前日時点（令和8年9月24日時点）での状況について記載すること。

企業の育児・介護休業に関する制度の概要が分かる資料（就業規則等）のうち「育児・介護休業
法」に関係する部分を添付資料として提出すること。その際、法定の制度を超える箇所にアンダー
ライン明示すること。なお、明示が無い場合は、評価の対象としない。

育児・介護休業に関する制度の内容を確認するため、必ず別紙「育児・介護休業に関する制度
チェック表」を記入し、添付すること。

まで

構成員

（第２グループ）
認定期間 まで

代表者

（第１グループ）
認定期間



（様式-１１）
評価項目（３）-②

企業体名：

Q1
はい

（上限年齢　＝　　　　　　歳　　　か月まで）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q2

①短時間勤務制度（5時間45分から6時間以外の制度等の
実施）

②テレワーク等

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③フレックスタイム制
④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤事業所内保育施設の運営
（共同運営や保育施設と契約している場合も含む）

⑥育児サービス費用を補助する制度
（ベビーシッターや保育施設の利用料補助等）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q3
はい

（上限期間　＝　　　　　　　　　　　以内）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q4

①フレックスタイム制
②始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③介護サービス費用を補助する制度
（ホームヘルパーや介護サービスの利用料補助等）
（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q5

育児・介護休業に関する制度　チェック表
育児・介護休業法（R7.10.1施行）対応版

○○共同企業体

【法定を超える内容チェック表１】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

★Ｑ1～13の「はい」または「該当項目」に１つでも■がある場合、総合評価の加点対象となります。
★ 記載内容については、就業規則等により確認できるよう必ず該当条文を記入願います。

育児休業制度の対象となる子の上限年齢を、法定を超えた年齢までとしている。

□ □ いいえ

○法律では１歳まで、両親ともに育児休業を取得する場合は１歳２ヶ月まで、または、一定の事情がある場合は２歳までとされ
ています。
○一定の事情の有無に関わらず、２歳まで育児休業をとることができる場合は、法定を超える内容となります。

法定基準の制度とは別に、３歳未満の子を養育する従業員が利用できる以下の制度のうち、いずれか１つ以上の制
度を定めている。

□ □

□ □

□
④その他これに準ずる制度（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ □

①育児・介護休業法では、短時間勤務制度は、原則として6時間（5時間45分から６時間まで）とする措置を含むものとなってい
るので、それ以外の短時間勤務制度の実施。

介護休業の取得可能期間を、法定を超える日数や回数としている。

□ □ いいえ

育児・介護休業法では、労働者は、要介護状態にある対象家族１人につき、のべ93日間までの範囲内で３回を上限として介
護休業を取得することができるとしています。

要介護状態にある対象家族の介護を行う従業員が利用できる短時間勤務制度を除く以下の制度のうち、いくつの制
度を定めていますか。

□ □

□

Q4で定めているとした制度について、当てはまるものにチェックをしてください。（定めている制度のうち、一つでも当て
はまる制度があればチェックをしてください。）

□
①介護休業とは別に、利用開始から３年を超える期間で２回の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
②介護休業とは別に、利用開始から３年の間で３回以上の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
③介護休業とは別に、利用開始から３年を超える期間で３回以上の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
④その他

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

特別共同企業体の代表者（第１グループ）用
○○建設
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①短時間勤務制度 ②テレワーク等

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③フレックスタイム制
④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤所定外労働をさせない制度
⑥事業所内託児施設の運営
（共同運営や保育施設と契約している場合も含む）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑦養育両立支援休暇の付与（子の看護等休暇を除く）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q7

①小学校４年生以上の子についても、別に子の看護休暇
が取得できる。

②取得可能日数が、年５日（小学校３年生修了までの
子が2人以上であれば年10日）を超える

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q8
①取得可能日数が、年5日（対象家族が2人以上であ
れば年10日）を超える。

②法で定める「対象家族」を超える範囲も対象。
（対象家族：配偶者、父母・子・祖父母・兄弟姉妹及び孫、配偶者の父母）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q９

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q10

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q11

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q12

①産前産後休業（支給割合：　　　　　　　　　　） ②育児時間　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③育児休業　　　（支給割合：　　　　　　　　　　） ④介護休業　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤子の看護休暇　　　（支給割合：　　　　　　　　） ⑥介護休暇　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑦独自の有給休暇制度
　（休暇名：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

子の看護休暇について、従業員に対する次の配慮のうち、何項目実施していますか。

（様式-１１） 評価項目（３）-② ○○建設

【法定を超える内容チェック表２】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

小学生以上の子を持つ従業員が利用できる以下の制度のうち、いくつの制度がありますか。

□ □

□ □

□ □

□

□ □

介護休暇について、従業員に対する次の配慮のうち、何項目実施していますか。

□ □

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

子供が生まれる際の父親の休暇制度がある。

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□

②「育児時間」：出産後１歳未満の子どもを育てる女性から請求があった場合、1日2回それぞれ30分以上、育児のための時間
を与えなければなりません。（労働基準法第67条）

次の制度等のうち、有給としているものが、いくつありますか。（一部支給でも可）

□ □

□ □

□ □

前々年（度）に残った年次有給休暇の積立制度を設けている。

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

妊娠、出産、育児、介護を理由に退職した従業員を対象とした再雇用制度がある。



Q13

★ 総合評価（Ｑ1～Ｑ13） 　加　算 ＮＯ！

★総合評価（Ｑ1～Ｑ13）加算欄が「ＯＫ！」となる場合でも、就業規則等の添付資料により上
記記載内容が確認できなければ、総合評価方式の加算点を認めません。

（様式-１１） 評価項目（３）-② ○○建設

【法定を超える内容チェック表３】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

その他、上記以外で育児・介護休業法の規定を超える取組の実施があれば、法律条文を記入、該当部分を下線明
示した上で、就業規則等を記入、法律を超える内容を具体的に下線明示してください。

□

（育児・介護休業法）第○○条第○○項
　○○○○○○○○○　　…　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○　……………

（就業規則）第○○条第○○項
　○○○○○○○○　…　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　……………

【法定事項】法律条文記入（該当箇所に下線）

【法律を超える事項】就業規則等記入（該当箇所に下線）

【法定事項】法律条文記入（該当箇所に下線）



（様式-１１）
評価項目（３）-②

企業体名：

Q1
はい

（上限年齢　＝　　　　　　歳　　　か月まで）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q2

①短時間勤務制度（5時間45分から6時間以外の制度等の
実施）

②テレワーク等

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③フレックスタイム制
④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤事業所内保育施設の運営
（共同運営や保育施設と契約している場合も含む）

⑥育児サービス費用を補助する制度
（ベビーシッターや保育施設の利用料補助等）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q3
はい

（上限期間　＝　　　　　　　　　　　以内）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q4

①フレックスタイム制
②始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③介護サービス費用を補助する制度
（ホームヘルパーや介護サービスの利用料補助等）
（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q5

特別共同企業体の代表者以外の構成員（第２グループ）用
△△建設

育児・介護休業に関する制度　チェック表
育児・介護休業法（R7.10.1施行）対応版

○○共同企業体

【法定を超える内容チェック表１】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

★Ｑ1～13の「はい」または「該当項目」に１つでも■がある場合、総合評価の加点対象となります。
★ 記載内容については、就業規則等により確認できるよう必ず該当条文を記入願います。

育児休業制度の対象となる子の上限年齢を、法定を超えた年齢までとしている。

□ □ いいえ

○法律では１歳まで、両親ともに育児休業を取得する場合は１歳２ヶ月まで、または、一定の事情がある場合は２歳までとされ
ています。
○一定の事情の有無に関わらず、２歳まで育児休業をとることができる場合は、法定を超える内容となります。

法定基準の制度とは別に、３歳未満の子を養育する従業員が利用できる以下の制度のうち、いずれか１つ以上の制
度を定めている。

□ □

□ □

□
④その他これに準ずる制度（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ □

①育児・介護休業法では、短時間勤務制度は、原則として6時間（5時間45分から６時間まで）とする措置を含むものとなってい
るので、それ以外の短時間勤務制度の実施。

介護休業の取得可能期間を、法定を超える日数や回数としている。

□ □ いいえ

育児・介護休業法では、労働者は、要介護状態にある対象家族１人につき、のべ93日間までの範囲内で３回を上限として介
護休業を取得することができるとしています。

要介護状態にある対象家族の介護を行う従業員が利用できる短時間勤務制度を除く以下の制度のうち、いくつの制
度を定めていますか。

□ □

□

Q4で定めているとした制度について、当てはまるものにチェックをしてください。（定めている制度のうち、一つでも当て
はまる制度があればチェックをしてください。）

□
①介護休業とは別に、利用開始から３年を超える期間で２回の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
②介護休業とは別に、利用開始から３年の間で３回以上の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
③介護休業とは別に、利用開始から３年を超える期間で３回以上の利用を可能としている。

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□
④その他

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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①短時間勤務制度 ②テレワーク等

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③フレックスタイム制
④始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
（１日の所定労働時間は変わらない）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤所定外労働をさせない制度
⑥事業所内託児施設の運営
（共同運営や保育施設と契約している場合も含む）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑦養育両立支援休暇の付与（子の看護等休暇を除く）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q7

①小学校４年生以上の子についても、別に子の看護休暇
が取得できる。

②取得可能日数が、年５日（小学校３年生修了までの
子が2人以上であれば年10日）を超える

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q8
①取得可能日数が、年5日（対象家族が2人以上であ
れば年10日）を超える。

②法で定める「対象家族」を超える範囲も対象。
（対象家族：配偶者、父母・子・祖父母・兄弟姉妹及び孫、配偶者の父母）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q９

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q10

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q11

はい □ いいえ

（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

Q12

①産前産後休業（支給割合：　　　　　　　　　　） ②育児時間　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③育児休業　　　（支給割合：　　　　　　　　　　） ④介護休業　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑤子の看護休暇　　　（支給割合：　　　　　　　　） ⑥介護休暇　　　（支給割合：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

⑦独自の有給休暇制度
　（休暇名：　　　　　　　　　　）

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

子の看護休暇について、従業員に対する次の配慮のうち、何項目実施していますか。

（様式-１１） 評価項目（３）-② △△建設

【法定を超える内容チェック表２】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

小学生以上の子を持つ従業員が利用できる以下の制度のうち、いくつの制度がありますか。

□ □

□ □

□ □

□

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ □

介護休暇について、従業員に対する次の配慮のうち、何項目実施していますか。

□ □

子供が生まれる際の父親の休暇制度がある。

□ □

前々年（度）に残った年次有給休暇の積立制度を設けている。

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

妊娠、出産、育児、介護を理由に退職した従業員を対象とした再雇用制度がある。

□

（該当条文：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

次の制度等のうち、有給としているものが、いくつありますか。（一部支給でも可）

□ □

□ □

□

②「育児時間」：出産後１歳未満の子どもを育てる女性から請求があった場合、1日2回それぞれ30分以上、育児のための時間
を与えなければなりません。（労働基準法第67条）
⑦独自の有給休暇制度の例：生理休暇、妊婦検診のための休暇、家族記念日休暇、バースディ休暇など（本人の結婚、妻の
出産、忌引きによる休暇を除く）



Q13

★ 総合評価（Ｑ1～Ｑ13） 　加　算

★総合評価（Ｑ1～Ｑ13）加算欄が「ＯＫ！」となる場合でも、就業規則等の添付資料により上
記記載内容が確認できなければ、総合評価方式の加算点を認めません。

（様式-１１） 評価項目（３）-② △△建設

【法定を超える内容チェック表３】
　各Ｑの「はい」または「いいえ」、「該当項目」に■ をご記入下さい。

その他、上記以外で育児・介護休業法の規定を超える取組の実施があれば、法律条文を記入、該当部分を下線明
示した上で、就業規則等を記入、法律を超える内容を具体的に下線明示してください。

□

（育児・介護休業法）第○○条第○○項
　○○○○○○○○○　　…　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○　……………

（就業規則）第○○条第○○項
　○○○○○○○○　…　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　……………

ＮＯ！

【法定事項】法律条文記入（該当箇所に下線）

【法律を超える事項】就業規則等記入（該当箇所に下線）

【法定事項】法律条文記入（該当箇所に下線）



対象：

（1） 現場に配置する登録基幹技能者は、主任技術者（下請企業も含む）及び監理技術者（監理技術
者補佐を含む）以外の技術者を対象とする。

現場への配置

（様式-１２）

評価項目（３）-③

登録基幹技能者の配置

登録電気基幹技能者の現場への配置

企業体名： ○○共同企業体



対象：

(1)

(2)

※ 島根県建設工事等入札参加資格者名簿は島根県土木総務課建設産業対策室ホームページにて掲載
http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/bid/shikaku/shinsei_doboku/nyuusatu_sannka_meibo_4-6.html

○○共同企業体

入札公告日前日（令和8年9月24日時点）での状況について記載すること。

（様式-１３）

評価項目（４）-①

資料の添付は不要。ただし、上記内容(住所)が、島根県建設工事等入札参加資格者名簿に記載
の住所と異なる場合は、建設業許可申請における営業所一覧表等、上記内容(住所)を確認するた
めに必要な資料を添付すること。営業所一覧表等は、原本と相違ないことを代表者名で証明する
こと。

地理的条件
（会社所在地）

種類 住　所

企業体名：

入札公告日前日において、県央県土整備事務所管内に建設業法で規定する主たる営業所（本
店）または従たる営業所（支店、営業所）がある者

http://www.pref.shimane.lg.jp/admin/bid/shikaku/shinsei_doboku/nyuusatu_sannka_meibo_4-6.html

